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資料４ レベル２地震動の下限基準 

 

4 - 1  下限基準の地震規模 

 

 地震は地下の断層運動が原因であることは広く知られており，地震の原因である断

層を震源断層と呼ぶ．地殻は下部をマントルに接し，その境界面をモホ面と呼ぶ．さ

らにその構造は上部地殻と下部地殻の上下二層に分けられる．その境界面をコンラッ

ド面と呼ぶ．コンラッド面の深さは場所により多少異なるが，日本列島全体での平均

は 15km 内外である．またＰ波（縦波）の速度Ｖp で見るとおよそ 6km/s 以下の層と

6.5km/s 以上の層の境界に対応している場合が多い．いわゆる直下地震は，内陸の地殻

内で発生する地震であり，震源断層は一般に上部地殻に限り存在する場合が多い．つ

まり内陸の地殻内地震を発生させる地震発生層はほぼコンラッド面以浅のたかだか

15km 程度の幅の中に限られている． 

 Shimazaki1 )や武村 2)は，1885 年以後に日本列島で発生した内陸の地殻内地震の断層

パラメーターを検討し，地震の規模が大きくなると，断層の幅Ｗが頭打ちすることを

見つけている．図 1-1 にその結果を示す．このことは，地震発生層の幅の限界と関連

づけて，地震規模が大きくなると震源断層が地表に突き抜け，断層幅はそれ以上大き

くならないためと説明されている．地表に突き抜けた断層を地表地震断層と呼び，地

質学的に比較的若い時代において地震の発生が繰り返し，地表地震断層によって地形

に残された傷跡を活断層と呼んでいる． 
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表 1- 1  過去約 1 0 0 年 間 に 日 本 列 島 で 発 生 し た 内 陸 浅 発 地 震 と 地 表 地 震 断 層 2 ) ．

Ｍ ＞6. 5 の 地 震 は 地 表 地 震 断 層 の 有 無 に 関 わ ら ず 全 て，Ｍ ≦6 . 5 の地震

は地表地震断層の報告のあるもののみを示す． 

Event (Date Name) M Damege     Surface faults Refer.

 Rank     (name or location)
1955:10/19 Akita-Hokobu 5.9 3 Near Futasui (L)  1)
1938:5/29 Kussharo 6.1 3 Kssaharo F. (H)  1) 2) 3)
1959:1/31 Teshikaga 6.3 2 Near Teshikaga (L)  1) 2)
1918:11/11 Omachi 6.5 3 SW Omachi (H)  1) 2)
1969:9/9 Gifu-Chubu 6.6 2 Hatasa F. (L)  1) 2)
1948:6/15 Tanabe 6.7 3 (not found)  3)
1909:8/14 Abekawa 6.8 4 Yanagase F. (L)  1) 2) 3)
1925:5/23 Kita-Tajima 6.8 5 Tai F. (H)  1) 2) 3)
1939:5/1 Oga 6.8 4 Kotokawa F. (H)  2)
1945:1/13 Mikawa 6.8 5 Fukozu F. etc. (H)  1) 2) 3)
1984:9/14 Nagano-Seibu 6.8 3 (not found)  3)
1931:9/21 Nishi-Saitama 6.9 3 Kushibiki F.  *  2)
1974:5/9 Izu-Hanto-Oki 6.9 4 Irozaki F. etc. (H)  1) 2) 3)
1984:10/22 Shonai 7.0 5 Yadaregawa F. (H)  1) 2) 3)
1900:5/12 Miyagi-Hokubu 7.0 3 (not found)  2) 3)
1961:8/19 Kita-Mino 7.0 3 Hatogayu F. *  2)
1978:1/14 Izu Oshima 7.0 4 Inatori-Omineyama F. etc. (L)  1) 2)
1914:1/12 Sakurajima 7.1 4 (not found)  3)
1914:3/15 Ugosen 7.1 4 Kita-Naraoka (L)  1)
1948:6/28 Fukui 7.1 6 Under Fukui Basin (H)  1) 2) 3)
1896:8/31 Rikuu 7.2 5 Senya F. etc. (H)  1) 2) 3)
1943:9/10 Tottori 7.2 5 Shikano F. etc. (H)  1) 2) 3)
1995:1/17 Hyogo-Nanbu 7.2 6 Nojima F. etc. (H)  3)
1927:3/7 Kita-Tango 7.3 6 Gomura F. etc. (H)  1) 2) 3)
1930:11/26 Kita-Izu 7.3 5 Tanna F. etc. (H)  1) 2) 3)
1891:10/28 Nobi 8.0 6 Neodani F. etc. (H)  1) 2) 3)  

Damage Rank: Utsu(1982) 

Surface fault break is but there is the active fault closely related to the event 

(H) Higher reliability   (b) Lower reliability 

1) Abe et al. (1985) 

2) Research Group for Active Faults of Japan (1991) 

3) The Prime Minister’s Office (1997) 
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 震源断層の規模を表すパラメーターとして地震モーメントＭo がある．地震モーメン

トＭo は断層長さＬと幅Ｗおよびすべり量Ｄの積に地震発生層の剛性率μを乗じたも

のである．震源断層の幅が地震発生層内に収まっている比較的小規模の地震では，震

源断層はＬ∝Ｗ∝Ｄ∝Ｍo
１／３

の関係を保ちつつ大きくなるが，断層幅Ｗが頭打ちす

る大地震ではＬ∝Ｄ∝Ｍo
１／２

（Ｗ=一定)の関係を保ちつつ大きくなる
2）

．このよう

に断層パラメーターの関係が変わる地震規模を気象庁マグニチュードで表すと，Ｍ≦

6.5 が小地震，Ｍ≧6.8 が大地震に対応する
2）

． 

 来るべき地震動を評価する際，内陸地殻内地震の震源断層の位置および規模を特定

するために活断層データを用いるのは，活断層の存在する場所が，過去にその地下で

震源断層が繰り返し活動することによって地表地震断層が何度も出現した場所であり，

活断層の位置がほぼ地下の震源断層の位置を表すと考えられるからである．しかしな

がら先述のように，Ｍ≦6.5 の小地震では地表地震断層が生じる可能性は極めて低く活

断層データに基づく震源断層の特定は難しいことが懸念される． 

 武村 2)は，さらに 1885 年から 1995 年に我が国の陸域で発生したＭ≧5.8 のほぼ全て

の内陸地殻内地震に対し，地表地震断層の出現や被害の程度を調べている．表 1-1 に

データの一部をまとめる．Ｍ≦6.5 の地震については，阿部・他 3)の表に地表地震断層

に関する記述があるもののみを示し，Ｍ≧6.6 の地震については，全ての地震について

地表地震断層の発見の有無を示している．(H)は確実度の高いもの，(L)は低いもの，

＊印は地表地震断層は見つかっていないが，震源の位置や余震分布さらには震源メカ

ニズム等をもとに，強い関連性が指摘されている活断層がある場合である 4 )． 
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図 1 - 2  過去約 10 0 年 間 に 日 本 列 島 で 発 生 し た 内 陸 浅 発 地 震 の 地 震 規 模（気象

庁 マ グ ニ チ ュ ー ド Ｍ ） と 被 害 ラ ン ク 2 ) ． 地 表 地 震 断 層 の 有 無 も ３

分類して示す． 

 

 これらの地震に対する気象庁マグニチュードＭと被害程度の関係を，地表地震断層

の出現と関連づけて図 1-2 に示す．図から 2 つの重要な点を指摘することができる．1

つは，Ｍ≦6.5 では，被害ランク 5)はほとんどが 3（20 人未満の死者または 1000 未満

の全壊家屋）止まりであるが，Ｍ≧6.8 では非常に大きな被害をもたらす地震があるこ

とである．そのうち特にＭ≧7.2 では，被害ランクは全て 5 以上で死者 200 人以上また

は全壊家屋 1 万戸以上と猛烈な被害を伴っている．もう一つは，Ｍ≦6.5 のグループで

もＭ≧6.8 のグループでも，その中では地表地震断層が発見されているものの被害が相

対的に大きいことである．このことは地表に断層を生じる地震は，震源断層が浅く，

それだけ強い地震動がもたらされ，被害が大きくなることを示唆している．この他に

武村 2)は，Ｍ=6.6 とＭ=6.7 の地震数が少ないことを指摘し，これは偶然ではなく，震

源断層が地表に突き抜ける影響で，マグニチュードに不連続が生じるためではないか

と指摘している． 

 以上の結果を総合して考えると，Ｍ≦6.5 の地震は地表に活断層として痕跡を残して

いないものが多く，活断層データから地震の発生を予測することは大変難しいことが

分かる．このような理由から，ここでは全国すべての地点で，気象庁マグニチュード

Ｍが 6.5 の地震が直下で発生することを想定し，震源断層が伏在する場合に備えるこ

とを提案する．もちろんＭ＞6.5 の地震でも例外的に地表地震断層を出現させない地震

もある．しかしながら図 1-2 のデータは，これらの地震の被害程度がＭ≦6.5 の地震に

よる被害の上限とそれほど大きな差がなく，地表地震断層を出現させた地震に比べ，
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震源近傍での地震動がやや弱かったことを伺わせる結果を示している．このため Ｍが

6.5 の地震が直下で発生することを想定すればそれらの例外的な地震に対してもある

程度の対応は可能であるものと考えられる． 

 ただし，図 1-2 の結果は，例えば 1948 年福井地震のように平野下に伏在断層があり，

地震発生後の調査によって平野の堆積層下に地表地震断層が表れ，基盤が変形してい

ることが分かった地震も含めて地表地震断層が表れた地震という評価を行っている．

現在，我が国の人口密集地を抱える主な平野についてはより詳細な空中写真判読が実

施され堆積層上に表れている活断層のわずかな痕跡も逃さないための都市圏活断層図

が作成されている 6 )．またさらに，平野部の深い構造の探査も国および地方自治体で始

められつつある．平野部の堆積層下に潜む活断層の評価については，それらの調査結

果に期待するところが大きい． 

 

引用・参考文献 

1)  Shimazaki,K.：Small and large earthquakes:The effect of the thickness of 

seismogenic layer  and the free surface, Earthquake Source 

Mechanics,Am.Geophys.Union， Geopyhs. Monogr.37, Maurice Ewing 6,209-216, 

1986. 

2)  武村雅之：日本列島における地殻内地震のスケーリング則－地震断層の影響およ

び地震被害との関連，地震，51，No.2，211-228，1998． 

3)  阿部勝征，岡田篤正，垣見俊弘：地震と活断層，アイ・エス・ユー株式会社，760pp，

1985． 

4) 活断層研究会：新編日本の活断層，東京大学出版会，437pp，1987． 

5) 宇津徳治：日本付近の M6.0 以上の地震および被害地震の表：1885-1980 年，東大

地震研究所彙報，57，401-463，1982． 

6) 建設省国土地理院：国土地理院の都市圏活断層図，第２回活断層調査成果報告会

予稿集，25-31，1998． 
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4 - 2  硬質地盤上の地震動強度 

 

本節では，マグニチュード 6.5 の地震がどの程度の地震動を発生するのかを，強震動

予測手法を用いて予測し，レベル２地震動の下限基準の例を示す．ただし，本節で示

す地震動の大きさは，仮定した地盤構造によって異なるので，実際に設計に用いるに

は当該地点の地盤構造を用いて別個に算定する必要があることに注意されたい．算定

手法は，香川・他 1 )による． 

  本手法によって釜江・入倉 2)の震源パラメーターに対する，平成７年兵庫県南部地震

の神戸大学地点の地震動を推定した結果の応答スペクトルと観測記録のそれを図

2-1(a)(b)に示す．水平成層地盤による簡易シミュレーションであることを考えれば，

上下動を除いて観測記録の特徴を比較的良く説明していると言える． 

 

 

 (a) 予測波形 
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(b) 観測波形 

図 2 - 1  兵庫県南部地震の神戸大学における予測波形と観測波形 

 

さらに，ほぼ同規模の地震として，平成 9 年 3 月 26 日鹿児島県北西部地震（M6.3）

の計算を試みた結果を図 2-2(a)(b)に示す．震源モデルは，堀川 3)の波形インバージョ

ン結果を基に矩形アスペリティを仮定し，その他の計算条件も堀川 3)の解析例に倣った．

計算した地点は（K-net 観測点 4））であり，震源断層から 20～25km 離れている．震源

断層も浅く観測点も震源からかなり離れているために表面波と思われる周期１秒程度

の成分が見られる．解析手法は表面波を考慮していないためこれらは十分表現されて

いないが，Ｓ波主要動部の特徴はほぼ再現されていると言えよう． 

 

 ( 1 ) 地震断層  

・断層の大きさは 10km×10km（100km2）とする．これは，松田式 5)（logL= 0.6×M-2.9）

の断層長さによる． 

・断層傾斜は 90 度とする．これは，横ずれ断層と逆断層を１枚の断層で表現するため

である． 

・断層上端の深さは３km とする．伏在断層として地表には露出しない設定である． 

・地震モーメントは 6.3×10 18N･m とする．これは，Somerville et al.6) による関係式，

M=2/3×logM 0-10.7（ M 0 は dyne･cm）から求めている． 

・断層は一様破壊とし，アスペリティは考えない．これはマグニチュード 6.5 程度の

地震では，通常，明確なアスペリティが認められないためである． 

・平均応力降下量として 100bar を与える． 

・破壊伝播は破壊開始点から円形とし，破壊伝播速度は 2.8km/s とする． 
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・立ち上がり時間は 0.81 秒とする．これは Somerville et al. 7)の関係式，TR=2.03×

10 - 9×M 0
1 / 3（ M 0 は dyne･cm）による． 

 

( 2 ) 伝播経路  

・地震基盤は Vs=3.2km/s，Vp=5.4km/s，ρ=2.7t/m 3 とする． 

・内部減衰として Q(f)=37×f0.84 を与える．震源近傍としては少し大きいが，古和田・

他 8 )による兵庫県南部余震域のインバージョン解析結果である． 

 

( 3 ) 地盤構造  

・硬質地盤を想定し，以下の４層モデルとする．宮腰・他 9)による神戸大阪域の平均的

な物性である． 

層  Vs(km/s)  Vp(km/s) ρ(t/m3) Ｑ 層厚(km) 

１  0.35   1.6   1.7  15  0.20 

２  0.55   1.8   1.8  25  0.30 

３  1.00   2.5   2.1  35  0.50 

４  3.20   5.40  2.6  37  ---- 

 

 (a) 予測波形 
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(b) 観測波形 

図 2 - 2  鹿児島県北西部地震の阿久根における予測波形と観測波形 

 

 ( 4 ) 計算パラメーター 

・計算周波数範囲は 0.1～20Hz とし，100Hz サンプリング，4,096 ポイントの 40.96 秒

とする． 

・小断層の大きさを２km×２km とする．このため，重ね合わせ数は５×５×５になり，

小地震の地震モーメントは 5.04×10 1 6N･m である． 

・立ち上がり時間が 0.81 秒，サンプリング間隔が 0.01 秒，ディスロケーションの分

割数が 5 なので，再分割数を 16 とする． 

・重ね合わせ手法は，入倉・他 1 0 )を用いる． 

・高周波数限界として，Faccioli 1 1 )で得られる 5.86Hz を与える． 

・Kamae and Irikura12)に倣い，周波数依存型の放射特性（0.5Hz 以下は理論通り，5Hz

以上は等方）を導入する． 

( 5 ) 検討ケース 

いずれのケースも震源（破壊開始点）を断層の中心（深さ８km）とし，図 3.5.2-3 に

示すように震央から断層に直交する方向と，断層に沿った方向に距離を変化させた 8

ケースを設定する．これを純粋な横ずれ型，純粋な逆断層型の２通りで実施し，計 16

ケースの計算をおこなう． 

ケース 1：計算点は断層中央から断層直交方向に 2km． 

ケース 2：計算点は断層中央から断層直交方向に 4km． 

ケース 3：計算点は断層中央から断層直交方向に 8km． 

ケース 4：計算点は断層中央から断層直交方向に 16km． 
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ケース 5：計算点は断層中央から断層に沿って 2km． 

ケース 6：計算点は断層中央から断層に沿って 4km． 

ケース 7：計算点は断層中央から断層に沿って 8km． 

ケース 8：計算点は断層中央から断層に沿って 16km． 

 

 

 

 

 

 

図 2 - 3  各ケースの強震波形予測地点 

 

 ( 6 ) 計算結果  

 

各ケースの計算波形のうち，横ずれ断層のケース 1 および逆断層のケース 5 の加速

度，速度，変位波形，疑似速度応答スペクトルを図 2-4 および図 2-5 に示す．それぞ

れ大きい方の水平成分を示している．また総てのケースの計測震度 13)，最大加速度お

よび最大速度を表 2-1 に，疑似速度応答スペクトルの断層すべり方向毎の重ね書きを

図 2-6 に示す．応答スペクトルは５％減衰で計算している．さらに図 2-7(a)(b)には，

最大加速度と最大速度について福島 14)式との比較を示す．図から，計算結果の最大速

度値（Vs=700 m/s の式と比較）はほぼ妥当な範囲にあると言える．最大加速度（平均
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±σ）はやや過小評価となっている． 

 

 

図 2 - 4  横ずれ断層ケース 1 の予測波形と疑似応答スペクトル 

 

 

図 2 - 5  逆断層ケース５の予測波形と疑似応答スペクトル 
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表 2 - 1  各地点における計測震度，最大加速度および最大速度 

 計算地点 横ずれ断層 逆断層 

ケース 方向 距離 計測震度 

最大 

加速度 

(cm/s 2) 

最大 

速度 

(cm/s) 

計測震度 

最大 

加速度 

(cm/s 2) 

最大 

速度 

(cm/s) 

ケース１ 直交 2km 5.9(6L) 419.4 86.5 5.7(6L) 519.0 50.9 

ケース２ 直交 4km 5.6(6L) 333.5 71.2 5.3(5H) 323.4 37.0 

ケース３ 直交 8km 5.4(5H) 312.6 66.9 5.0(5H) 165.4 34.1 

ケース４ 直交 16km 4.5(5L) 111.9 27.7 4.4(4)  80.0 15.6 

ケース５ 平行 2km 5.8(6L) 477.5 90.1 6.0(6H) 633.0 107.1 

ケース６ 平行 4km 5.7(6L) 421.8 73.9 6.5(7)  1044.1 179.7 

ケース７ 平行 8km 5.9(6L) 477.5 99.1 5.8(6L) 431.0 86.8 

ケース８ 平行 16km 5.0(5L) 129.2 39.6 4.4(4)  76.0 18.2 

 

 

図 2 - 6  全試算例の加速度応答スペクトル 

  

横ずれ型のケース 1～4 では，断層すべり方向である断層平行成分が卓越している．

この様な断層放射特性の影響は，１秒よりも長周期域で顕著である．ケース 3，4 と断

層から離れるとそのレベルは小さくなる．ケース 5～8 では，フォーワード・ディレク

テビティの影響で断層直交成分が卓越し，ケース 7 の場合が最もその影響が大きい．

このような断層からの地震波放射特性の影響は１秒よりも長周期域で顕著に見られる． 

逆断層型の断層から断層直交方向に離れたケース 1～4 では，フォーワード・ディ

レクテビティが影響する断層直交成分が大きく，特に１秒よりも長周期域で顕著であ
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る．逆断層型のフォーワード・ディレクテビティは深部から浅部への破壊進行となる

ため，断層からの距離が離れることと相まってケース４で一番影響が小さくなる．一

方，逆断層のケース 5～8 は断層線上にあり，フォーワード・ディレクテビティによっ

て断層直交成分が卓越して非常に大きな地震動を生じている．逆断層型では断層走向

方向の波動伝播はあまり影響しないので，単に断層中央に近いことと震源が深いこと

がバランスした，ケース 6 で最大の地震動となったようである． 

 

 以上の結果をまとめると次のことが言える． 

1)マグニチュード 6.5 といえども，断層との位置関係によっては震源近傍で大きな地

震動を示す場合がある．今回の計算による最大値は逆断層型ケース６で生じており，

最大加速度が約 1050cm/s 2，最大速度が約 180cm/s であった．このケースは逆断層

のフォーワード・ディレクテビティが最も大きく影響しており，他に比べて極端に

大きい地震動となっている．しかし，このケースを除くと断層近傍でも，計測震度

で６弱，最大加速度で 500～600 cm/s 2，最大速度で 100 cm/s 程度と考えて良いこ

とがわかる． 

2)極端に大きな地震動を示すケースであっても，周期１秒よりも短周期の疑似速度応

答は 100cm/s 以内である．しかしながら，周期１秒よりも長周期ではこれよりも大

きくなり，今回の設定では周期２秒程度で非常に大きい応答を示した． 

3)逆断層型の震源断層近傍では，同じ規模であっても横ずれ型よりも大きな地震動と

なることに注意を要する．しかしながら，伏在断層が横ずれ型か逆断層型かは予測

できないので，基本的に逆断層型であることを想定することが必要である． 
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図 2 - 7  予測波形と福島・田中式との比較 

 

( 7 ) 伏在断層による硬質地盤上の地震動 

以上の計算結果から，設計に用いるための，この地点における伏在断層による地震動

の大きさを判断する． 図 2-6 に示した加速度応答スペクトルの重ね書きから判断して，

周期 0.2～１秒の領域で加速度応答値として 1000 cm/s2 程度と考えられる．また，こ

のような地震動の計測震度は６弱程度と考えることができる． 
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4 - 3  軟質地盤上の地震動強度 

 

 本節では，硬質地盤上で規定された地震動を工学的基盤入力として表層地盤の非線

形増幅特性を評価し，伏在断層を震源とする地震の軟弱地盤上の地震動を評価する． 

 

( 1 ) 計算方法  

 表 3-1 に示す地盤条件で表層地盤の１次元非線形地震応答解析（全応力非線形解析）

を行う．G-γ，h-γ関係として，H-D モデル 1 )を用いる． 

  
G
G

h
h

r

r

r

0

1

1 1
=

+
=

+γ
γ

γ
γ

γ
γ

,
max

                    ( 1 ) 

 規準化ひずみγr はγ r＝τ max／Ｇ0 で与えられる．砂地盤ではτ max＝σv ’ tanφなので，

内部摩擦角φを与えれば， G-γ，h-γ関係が決定される．Ｓ波速度が 100m/s の場合

の深度 5m での G-γ，h-γ関係を図 3-1 に示す．内部摩擦角φの影響が大きく，φが小

さいほどＧとｈは大きく変化することがわかる．G に関しても，拘束圧依存性を考慮し，

深度 5m で，所定のＳ波速度となるように与えている．なお，一次固有振動数で 0.5%

となるように，剛性比例減衰を入れている． 

 入力地震波としては，1995 年兵庫県南部地震時のポートアイランド GL-83m における

観測記録（NS 成分）から抽出した工学的基盤での入射波 2)を用いる．これを振幅調整

して入力する． 

 

表 3 - 1  地盤条件  

単位体積重量(kN/m 3) 18 

Ｓ波速度(m/s) 100， 250 

内部摩擦角φ（°） 5，10，20，30，40 

最大減衰定数ｈ m a x(%) 22 

層厚(m) 10， 30 

地下水位 GL-3.0m 
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図 3 - 1  H - D モデルによる G - γ， h - γ関係の比較（Ｓ波速度 1 0 0  m / s ）  

( 2 ) 最大加速度の増幅特性 

 入力最大加速度と解析により得られた地表面での最大加速度の関係を，層厚 10m の

場合について内部摩擦角の影響を比較したものを図 3-2 に示す．これらの図より，以

下のことがわかる． 

1)最大加速度の飽和現象は必ずしも明瞭でない．Ｓ波速度 100m/s の場合入力加速度

800cm/s2 で応答は 550cm/s2 で頭打ちとなっているが，Ｓ波速度 250m/s の場合はかな

り複雑な関係となっている．これは，Ｓ波速度が 100m/s の場合は入力地震動の卓越

周期と地盤の固有周期が大きく異なるために表層地盤が共振していないためと考え

られる．逆にＳ波速度が 250m/s の場合が複雑な関係となっているのは，地盤が共振

し表層地盤で地震動が大きく増幅されているためと考えられる． 

2)内部摩擦角の影響，すなわちせん断強度の影響が大きい． 

3)Ｓ波速度（初期剛性）の影響は小さい．これは，図 3-1 で示した G-γ，h-γ関係が

Ｓ波速度が大きいほど剛性がより低下するようになっているため，初期剛性の影響が

相殺され，結果的に影響が小さいパラメーターとなっている． 
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   (a)Ｓ波速度 100 m/s         (b)Ｓ波速度 250 m/s 

図 3 - 2  最大加速度の増幅特性( H = 1 0 m )  

 

( 3 ) 計測震度の増幅特性 

 解析により得られた地表面での計測震度の入力計測震度に対する増分値の入力計測

震度に対する関係を図 3-3～4 に示す．図 3-3 は層厚 10m の場合について，図 3-4 は層

厚 30m の場合について比較したものである． 

 これらより以下のことがわかる． 

1) 計測震度の増分値は入力レベルが小さい間は一定である．ある値を超えると小さく

なり始める． 

2) 内部摩擦角（せん断強度）が小さいほど，小さな入力レベルから増分値の減少が始

まる． 

3) 最大加速度では図 2-2 に示したように表層地盤の増幅の影響がかなり複雑な特性で

あったが，計測震度ではその影響はかなり小さい． 

4) 入力レベルが大きい（震度 6.0 以上）ところでは，層厚，Ｓ波速度による違いは小

さく，増分値は内部摩擦角（せん断強度）に支配されている． 

 



 

―48― 

 

7

6

5

4

3

地
表
計
測
震
度

76543
入力計測震度(2E)

 φ= 5°
 φ=10°
 φ=20°
 φ=30°
 φ=40°

VS=100m/s, H=10m

 

7

6

5

4

3

地
表
計
測
震
度

76543
入力計測震度(2E)

 φ= 5°
 φ=10°
 φ=20°
 φ=30°
 φ=40°

VS=250m/s, H=10m

 

   (a)Ｓ波速度 100 m/s         (b)Ｓ波速度 250 m/s 

図 3 - 3  内部摩擦角の影響（層厚 1 0 m ）  
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   (a)Ｓ波速度 100 m/s          (b)Ｓ波速度 250 m/s 

図 3 - 4  内部摩擦角の影響（層厚 3 0 m ）  

 

 

( 4 ) 伏在断層による軟弱地盤上の地震動 

表層地盤上の最大加速度が基盤入力加速度振幅のわずかな違いで大きく変化するこ

とからわかるように，表層地盤における非線形増幅特性は複雑であり，その地点の地

盤条件を反映した解析により，伏在断層に対する地震動強度を決める必要がある． 
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しかしながら，計測震度で表現した場合は非線形地盤増幅特性を単純化して示せるこ

とがわかる．前節までに，硬質地盤上における伏在断層の地震動強度は震度 6 弱程度

であることが示されている．本節において，軟質地盤上における地震動強度は，地盤

の内部摩擦角が 30 度程度ある場合においても，計測震度 6 弱程度で飽和することが示

された． 
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4 - 4  観測記録にみられる震度６弱の地震動の特性 

 

非活断層域におけるレベル２地震動は，活断層域を含めたレベル２地震動の下限を意

味する．この地震動強度の設定には，前項で示された２つの考え方がある．１つは，

一定規模（マグニチュードＭ）以下の内陸活断層に帰因する地震では，地表地震断層

が生じないという地質学・地震学的知見から，この地震の規模を定めて，それに相当

する活断層をサイト直下に配置して地震動強度を評価する方法であり，それは報告書

本文４.3 節に示された活断層域におけるレベル２地震動の評価法と基本的に同じであ

る．現在，この地震規模としては，Ｍで 6.5 から 7.0 程度の中規模地震が議論されて

おり， Ｍで 6.5 を想定した地震動強度の試算例は本付属資料「3 軟弱地盤上の地震

動強度」に示されている． 

もう１つの考え方は，地震動を受けた時に公共的な土木構造物が許容しうる被害レベ

ルから地震動強度を設定するものである．多種多様な土木構造物について許容しうる

被害レベルの地震動強度を一義的に定めることは困難な課題であるが，ここでは前項

の検討からそれを気象庁計測震度 1 )で 6 弱の地震動強度と設定する． 

ここでは，まず土木構造物について許容しうる被害レベルから設定されたレベル２地

震動の下限強度の具体像を示すことを目的として，日本で観測された計測震度 6 弱の

地震動の最大地動や応答スペクトルの特性を例示する． 

表 4-1 は，近年の日本の４つの地震における計測震度 6 弱の観測記録 2 )～ 5)の一覧を示

す．表中の地盤種別は，1996 年道路橋示方書・同解説 6)に従った．計測震度は，観測

記録の３成分（水平２成分，鉛直１成分）から算定した．最大水平加速度 Amax 及び最

大水平速度 Vmax は，観測記録の水平２成分の内，最大速度の大きいものを示している．
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宮之城 2 の記録を除くと Amax は 270～675 cm/s２，Vmax は 36～89cm/s 程度の範囲にあ

る． 

 

表 4 - 1  日本における計測震度 6 弱の観測記録 

観測点 地震名 
地盤種

別 

計測震度 

(3 成分） 

A m a x  

(cm/ｓ
２) 

V m a x  

(cm/s ) 

八戸港 
1994 三陸はるか沖 

M j  =7.5 
第 2 種 5.910 

675.5 

(EW) 
44.9(EW) 

神戸大 第 1 種 5.654 
270.3 

(NS) 
55.1(NS) 

ポ ー ト ア イ ラ

ンド 

1995 兵庫県南部 

M j  =7.2 

第 3 種 5.938 
341.2 

(NS) 
88.9(NS) 

阿久根 1 第 2 種 5.678 
292.6 

(NS) 
43.6(NS) 

宮之城 1 

1997 鹿児島県北西部 

M j  =6.3 

第 1 種 5.522 
490.9 

(EW) 
36.2(EW) 

宮之城 2 

1997 第２ 鹿児島県北

西部 

M j  =6.2 

第 1 種 5.921 
891.76 

(EW) 
46.8(EW) 

 

図 4-1 には，計測震度 6弱の観測記録の最大加速度と最大速度の関係を示す．図中に，

武村 7)による Amax と Vmax を用いた計測震度区分も示した．図 4-2 は，計測震度 6 弱の

観測記録の５％減衰絶対加速度応答スペクトルを示す．マグニチュードＭや地盤種別

の幅が大きいので加速度応答スペクトルのレベルのばらつきは大きいものの，図 4-1

で計測震度が 6 強と判定された宮之城 2 の記録を除くと 2 秒より短周期側の加速度応

答スペクトルのレベルは１Ｇ前後の値で，ほぼ平坦な形状を示していることがわかる． 
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図 4 - 1  計測震度６弱程度の観測記録の最大加速度と最大速度の関係 

 

図 4 - 2  計測震度６弱程度の観測記録の５％減衰絶対加速度 

        応答スペクトル 
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表 4 - 2  米国における M 6 . 5 前後の地震による震度６弱程度の観測記録 

つぎに，M6.5 前後の内陸地震における震源域及びその近傍の硬質地盤における地震動

の加速度応答スペクトルの特性を示す．日本では，表 4-1 に示した鹿児島県北西部地

震の宮之城以外にこの条件に合った適当な観測記録が見あたらないため米国の観測記

録 8 )を調査した． 
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図 4 - 3  日米の M 6 . 5 前後の地震による計測震度６弱程度の観測記録の５％減衰絶対

加速度応答スペクトル 

その結果を表 4-2 に示す．M6.5 前後では各種のマグニチュード間の差は小さく 9)，い

ずれも気象庁マグニチュードＭj とほぼ同じと考えられることから，米国の地震は大半

をモーメントマグニチュードＭw を基準に選択した．Ｍが 6.1 から 6.7 の範囲，距離が

断層面までの最短距離で 20km 以下，震央距離で 40km 以下の観測記録である．同表中

には，地盤種別 10),11)，計測震度，最大水平加速度 Amax ならび最大水平速度 Vmax も合

わせ示した．これらの観測記録の中から，計測震度が 6 弱程度の硬質地盤のものとし

て No.3,5,6,8,12,13,15,16 の 8 つ記録を選択し，それらについて各水平２成分，総計

16 波の５％減衰絶対加速度応答スペクトルを算定した．これら 8 つ記録の Amax，Vmax

は，それぞれ 280～613 cm/s２，27～51 cm/s 程度の範囲にある．図 4-3 に，それら 16

波に表 3.5.4-1 の宮之城 1 の水平２成分を加えた加速度応答スペクトルを示す．マグ

ニチュードＭ，地盤種別，距離について有る程度の区分をしているので，図 4-2 と比

較して加速度応答スペクトルのばらつきは小さくなっている．
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図 4 - 4  日米の M 6 . 5 前後の地震による計測震度６弱程度の観測記録の５％減衰絶対

加速度応答スペクトルの非超過確率 

 

図 4-4 には，図 4-3 に示した総計 18 波の加速度応答スペクトルから，スペクトル振

幅が対数正規分布するとして算定した非超過確率スペクトルを示す．平均は非超過確

率 50%，平均+シグマは，非超過確率 84%に相当する． 

同図から非超過確率 70%で 0.7 秒より短周期側でほぼ１Ｇの応答になることが分かる． 
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4 - 5  下限基準に関する確率論的考察 

 

( 1 )  計測震度の地震危険度評価 

計測震度を指標として全国 246 地点における確率論的地震危険度解析を実施し 1 )，先

に示した「レベル２地震動の下限基準」の強さに相当する震度 6 弱が全国的な地震危

険度の水準においてどのような位置づけにあるかを考察した． 

 

図 5 - 1  解析地点 ( 2 4 6 地点 )  

 

図 5-1 に解析地点を示す．ここでは緯度経度が 0.5 度刻みの格子点のうち内陸部に

位置する全 246 地点を解析対象とした（沖縄は除く）．地震活動域のモデルはランダム

地震域，プレート境界地震，活断層，の３種類であり，ランダム地震域は地体構造区

分 2 )をベースとした 25 分割のモデル，プレート境界地震は関東，東海・南海の各地震

を個別にモデル化したもの，活断層は松田による起震断層 3)を新編日本の活断層ベース

に修正した 273 本である．地震の発生時系列はすべて定常ポアソン過程としている．

計測震度の距離減衰式は山崎らによる式 4 )を用い，式に含まれるばらつきは標準偏差

0.5 の正規分布としている． 
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図 5-2 に 解 析 結 果 を 示 す ． 図

5-2(a) は各地点での「計測震度の

1,000 年再現期待値」と「活断層もし

くはプレート境界地震による計測震

度の最大値（決定論的立場：地震の

発生頻度および距離減衰式のばらつ

きは考慮しない）」を示したものであ

る．同図は左から計測震度の 1,000

年再現期待値が大きい地点順に結果

を表示している．図 5-2(b)～(f)には

同図(a)と同じ順序で，各地点での 50

年最大震度がそれぞれ 5 弱，5 強，6

弱，6 強，7 となる確率を示す． 

図 5-2(a)より，計測震度の 1,000

年再現期待値（確率論的立場）と活

断層もしくはプレート境界地震によ

る計測震度の最大値（決定論的立場）

との関係は地点ごとにさまざまであ

る．これは地震の発生頻度と距離減

衰式のばらつきを考慮するか否かの

違いによる．ちなみに，今回の解析

では計測震度の 1,000 年再現期待値

の平均値は 5.3（5 強），平均値＋標

準偏差は 5.9（6 弱）となっている． 

図 5-2(b)～(f)より，50 年最大震

度が 5 弱および 5 強となる確率は全

国の 200 を上回る地点で数％以上の

値を有する．これに対して， 

50 年最大震度が 6 弱を上回る確率が

数％以上となる地点は 246 地点のう

ちの 100 地点程度，6 強となるとたか

だか 50 地点程度に限定されてくる．

したがって，確率論的な観点からは，

地震危険度が低い地域を含めてレベ                              図 3 . 5 . 5 - 2  解析結果  
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ル２地震動の下限基準の強さのレベルを震度 6 弱とすることは比較的余裕を見た判断

であると評価できる． 

図 5-2(a)より，全国 246 地点のうち活断層もしくはプレート境界地震による計測震

度の最大値（決定論的立場：細線）が 6.0 を上回る（6 強または 7）地点は 49 地点で

ある（図 5-3 の●印）．これらの地点では当該活断層もしくは当該プレート境界地震が

レベル２対象地震の候補となる．したがって，今回対象とした 246 地点の中では，上

記 49 地点以外の 197 地点が下限基準が適用される可能性がある地点ということになる

が，確率論的地震危険度解析によれば，このうち 50 年最大震度が 6.0 を上回る確率が

1% を超える地点が 30 地点ある（図 5-4 の▲印）．また，1,000 年再現期待値が 6.0 を

上回る地点が 20 地点ある．ただし，この 20 地点はすべて上記 30 地点に含まれるため，

以下では図 5-4 の 30 地点について考察する． 

図 5-4 より，これらの 30 地点のうち関東～中部～近畿～四国の太平洋側に位置する

24 地点は，いずれも関東地震もしくは東海・南海地震の影響を強く受ける地点である．

ところが，プレートの潜り込みのために，距離減衰式による計測震度（中央値＝決定

論的立場）は 6.0 未満にしかならない．しかし，確率論的地震危険度解析では，これ

らのプレート境界地震の発生頻度が比較的高い（100～200 年）ことに加えて，距離減

衰式のばらつきを見込むことにより 50 年最大震度が 6.0 を上回る確率が大きくなる．

一方，三陸太平洋側の 2 地点はランダム地震域の地震が支配的で，それにより 50 年最

大震度が 6.0 を上回る確率が大きくなる．これは北海道～東北～関東の太平洋側に共

通する傾向であり，いわゆる地震危険度が高い地域に位置する．その他の内陸の 4 地

点は活断層の影響が大きい地点であり，活断層の再来間隔が比較的短いか，あるいは

周辺に密に分布している活断層の相乗作用により，50 年最大震度が 6.0 を上回る確率

が大きくなる． 

すなわち，以上で考察した 30 地点（図 5-4 の▲印）は，決定論的な評価では活断層

もしくはプレート境界地震による計測震度の最大値が 6.0 未満となるが，距離減衰式

のばらつきを見込んだ確率論的な評価では 50 年最大震度が 6.0 を上回る確率（地震危

険度）が大きくなるという特徴を有する．地震危険度が高いということは同じような

諸元の地震に対して平均像より大きめの地震動を受ける可能性が高いという側面を含

んでいることから，こうした地点ではやみくもに下限基準を適用するのではなく，レ

ベル２対象地震による地震動が有する不確定性を含めた形の検討が必要である． 
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( 2 ) 応答スペクトルの地震危険度評価 

 日本全国を対象とした地震発生モデル 5)と気象庁 87 型強震計記録に基づく最大地動

と加速度応答スペクトル（減衰 5%）の最短距離用推定式 6) （S 波速度 500m/s 程度の地

盤における平均的な地震動強度を推定する式）を用いて，図 5-1 の全国 246 地点の地

震ハザード曲線を求めた．時間依存性を考慮しない地震発生モデルを用い，推定式の

ばらつきは回帰により得られた値を用いた． 

 周期 0.04 秒の応答加速度（最大加速度と同じ）に対する地震ハザード曲線の重ね書

きとそれをフラクタイル表示した曲線を図 5-5 に示す．フラクタイル表示は，各加速

度の非超過確率が同じになるレベルを結んで得られるものである．例えば 0.84 フラク

タイル曲線は，各加速度に対し 84%の地点のハザードレベルがそれ以下になるようなレ

ベルを結んで得られる曲線である． 

図 5 -3  活 断 層 ・ プ レ ー ト 境 界 地 震 に

よ る 最 大 震 度 が 6 . 0 以上

となる地点 ( 4 9 地点）  

図 5 - 4  下 限 基 準 の 適 用 候 補 地 点 の う ち 5 0

年 の 最 大 震 度 が 6 . 0 を 上 回 る 確

率 が １ ％ 以 上 と な る 地 点 （ 3 0

地点）  
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図 5 - 5  ハザード曲線の重ねがき( 上）とそれをフラクタイル表示した曲線( 下）  

 

 図 5-5 で，フラクタイルの値と再現期間を指定すると，その周期の応答加速度レベ

ルが決まる．そして，それを全周期帯に対し求めると，フラクタイルの値と再現期間

の関数として加速度応答スペクトルが得られる．0.84フラクタイルの場合の例を図 5-6

に示す． 

 図 5-6 に基づき，レベル２地震動の下限として設定された地震動（応答スペクトル）

の確率的位置づけを与えることができる．例えば，レベル２地震動の下限の最大加速

度が 400 cm/s２とすると，その値は図 5-6 では再現期間 300年に相当する．このことは，

レベル２地震動の下限の最大加速度（400 cm/s２）の再現期間が日本全国の 84%の領域
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で 300 年以上であることを意味している． 

 逆に，レベル２地震動の下限を「日本全国の X%の領域で再現期間が Y 年以上となる

レベル」とし，X と Y について合意が得られるならば，図 5-6 のような結果からレベル

２地震動の下限のスペクトルが設定できる． 

 

図 5 - 6  0 . 8 4 フラクタイル曲線に対する再現期間別応答スペクトル 
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